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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、「創造的な企業活動を通じて世界の歯科医療に貢献する」ことを経営理念として掲げて、公共性の高い分野で事業活動を行っておりま
す。このような事業活動を持続的に担うためには、社会的責任を果たすことが不可欠であると考えております。社会的責任を果たすためには、コー
ポレートガバナンスの充実を図ることを通じて、中長期的に持続的成長を維持することが必要であると考え、以下に示す基本的な考え方に沿っ
て、コーポレートガバナンスの充実を図ってまいります。

　１．株主の権利を尊重し、株主の権利を実質的に確保する 。

　２．従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会をはじめとするステークホルダーの利益を考慮し、ステークホルダーと適切に協働する 。

　３．会社の情報を積極的に公開する 。

　４．取締役会は株主に対する受託者責任・説明責任を果たすため、必要な役割・責務を適切に果たす 。

　５．株主との間で建設的な対話を行う 。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

・補充原則4-1-3

　当社取締役会は、最高経営責任者等の後継者の計画は、当社が持続的に成長していくために重要な課題であると考えております。今後、独立
社外取締役と代表取締役で構成される代表取締役社長の諮問機関として設置した指名報酬協議会において、最高経営責任者に求められる資質
や、育成方針などについて検討し、経営ビジョン(あるべき姿)や中期経営計画を踏まえた適切な監督を実施してまいります。

・補充原則4-3-2

　当社取締役会は、最高経営責任者等の選解任は、当社における最も重要な戦略的意思決定であると認識しております。最高経営責任者等の
選任の手続きについては指名報酬協議会で検討し、客観性・適時性・透明性の向上を図ります。

・補充原則4-3-3

　最高経営責任者等の解任の手続きについては指名報酬協議会で検討し、客観性・適時性・透明性の向上を図ります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4　政策保有株式】

　　「上場株式の政策保有に関する基本方針」及び「政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針」を策定し、コーポレートガバナンス・ガイド
ライン（http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987）で開示しております。

　個々の政策保有株式について、取締役会で保有目的の適切性や、保有に伴う収益が資本コストに見合っているか等を具体的に精査し、保有の
適否の検証を行っております。

　また、検証の結果、保有の意義や妥当性が希薄であると認められる政策保有株式については、保有先への丁寧な説明に努め、縮減を図ってま
いります。

　政策保有株式の議決権行使にあたっては、企業価値の向上の観点から、投資先企業の議案の合理性を総合的に判断のうえ、議決権を行使し
ております。

【原則1-7　関連当事者間の取引】

　当社取締役と会社との競業取引、利益相反取引が生じる場合には、取締役会決議を経て実施します。

　主要株主、関係会社及びこれらと同視できる者等との関連当事者間との取引については、毎年、包括的な取締役会への報告その他必要な手続
を得るものとします。

　その他詳細についてはコーポレートガバナンス・ガイドライン（http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987）で開示し
ております。

【原則2-6　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は、確定給付企業年金制度の適切な運用を図るため、財務及びＩＲの責任者をはじめ、必要な知識を備えた人材等で構成する年金委員会を
設置し、定期的な運用状況のモニタリング等の取組みを実施しております。

【原則3-1　情報開示の充実】

・原則3-1(ⅰ)

　当社の経営理念(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1207/index.php?No=794&CNo=1207)及び中期経営計画
(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1633/index.php?No=1187&CNo=1633)は、個人投資家及び機関投資家向けに開催する説明会で説明する
ほか、当社ホームページ等で開示しております。

・原則3-1(ⅱ)

　コーポレートガバナンスの基本的な考え方は、有価証券報告書(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1307/index.php?No=907&CNo=1307)及び
本報告書1-1「基本的な考え方」で開示しております。また、基本方針として「コーポレートガバナンス・ガイドライン
（http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987）」を制定しております。



・原則3-1(ⅲ)

　報酬の決定にあたっての方針と手続の定めを含んだ、役員報酬等の決定方針は、有価証券報告書
(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1307/index.php?No=907&CNo=1307)において公開しております。取締役の報酬等は代表取締役社長の諮
問に応じ指名報酬協議会で審議を行い、取締役会に対して答申を行うものとしております。

　なお、第144期からは監査役賞与は廃止しております。

・原則3-1(ⅳ)

　経営陣幹部の選解任、取締役・監査役候補の指名は、代表取締役社長の推薦に基づいて、最終的に取締役会で決定いたします。なお、経営陣
幹部の選解任は代表取締役社長の諮問に応じ指名報酬協議会で審議を行い、取締役会に対して答申を行うものとしております。決定にあたって
の方針等は、コーポレートガバナンス・ガイドライン(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987)に記載しておりま
す。

・原則3-1(ⅴ)

　従来は社外役員についてはその選任理由を、また取締役・監査役については個人別の経歴を示しておりましたが、第144回定時株主総会より、
各候補者の選任理由を株主総会参考書類の役員選任議案において記載しております。また、取締役の解任が生じた場合は、解任理由を開示い
たします。

・補充原則4-1-1

　取締役会の権限、決定事項は取締役会規程に明確に定めるほか、「職務権限規程」において、会社における決定権限の所在を明確に定めてい
ます。

　経営陣の担当業務については、上記職務権限規程に、統括・管理する担当部門の業務の範囲が定められており、明確に判断できる状態になっ
ています。

　また、経営陣の担当業務については、有価証券報告書第一部［企業情報］第4［提出会社の状況］４[コーポレート・ガバナンスの状況](2)［役員の
状況］に記載のとおりです。

　なお、取締役会の決定事項としては、株主総会、人事、組織、株式、資金調達、計算、事業再編、内部統制システム、その他重要な業務執行(法
令の定めによるものを含む)が挙げられます。

【原則4-9　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社では、当社の状況に応じた独立性判断基準を策定し、コーポレートガバナンス・ガイドライン
(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987)にて開示しております。

・補充原則4-11-1

　当社は、激しい企業環境の変化に迅速に対応し、責任の明確化を図り、機動性を確保することを目的として、取締役の員数を定款の定めに基づ
き8名以内と定めており、現在独立社外取締役2名を含む8名で構成されております。

　当社取締役会は、取締役会の全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方を取りまとめて、取締役の選任に関す
る方針・手続とともに制定し、コーポレートガバナンス・ガイドライン(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987)にて
開示しております。

・補充原則4-11-2

　これまで各役員はその役割・責務を適切に果たすために必要となる時間・労力を取締役・監査役の業務に振り向けてまいりました。

　他社の役員を兼任する場合には、これまでも事業報告(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1330/index.php?No=913&CNo=1330)において、各
役員の重要な兼職にあたるものとして、情報を公開してまいりました。今後も開示を行ってまいります。

・補充原則4-11-3

　当社は、2016年度より、全取締役及び監査役を対象に取締役会の実効性に関するアンケート調査を実施し、取締役会において評価・分析を実
施しております。

　2019年度については、第147期(2018年4月1日～2019年3月31日)を対象に、取締役会の実効性の評価・分析を実施しました。

　その結果、当社取締役会の規模、運営方法、役割・責務等は適切で、自由闊達な意見交換及び議論が行われているため、当社取締役会の実
効性は概ね確保されていると評価しました。一方で、経営戦略や事業戦略の議論及び取締役会にかかる資料に一層の改善の余地があることを
確認・共有しました。

　なお、検討課題であった議案の選別、時間配分等については報告事項の報告方法、開催日程の見直し及び開催日程の削減等を実施し、アン
ケートで改善を確認したほか、現在はコーポレートガバナンス会議において経営ビジョンの実現に向けた議論の充実と人材の育成に努めておりま
す。

　今後も課題の改善を実行することで、取締役会の実効性の更なる向上に努めてまいります。

・補充原則4-14-2

　就任時及び就任後に必要とされる知識・情報について適宜研修を行います。コーポレートガバナンス・ガイドライン
(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987)で開示しております。

【原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】

　　「株主との建設的な対話を促進するための体制整備・取組みに関する方針」を制定し、コーポレートガバナンス・ガイドライン
(http://www.shofu.co.jp/contents/hp1987/index.php?No=1608&CNo=1987)にて開示しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三井化学株式会社 1,800,000 11.28



株式会社京都銀行 712,431 4.46

日本生命保険相互会社 646,431 4.05

株式会社滋賀銀行 602,400 3.77

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 453,600 2.84

ＭＬＩ ＦＯＲ ＣＬＩＥＮＴ ＧＥＮＥＲＡＬ ＯＭＮＩ ＮＯＮ ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ－ＰＢ 448,000 2.80

松風社員持株会 395,700 2.48

三井住友信託銀行株式会社 364,000 2.28

株式会社SCREENホールディングス 330,000 2.06

株式会社中央倉庫 313,500 1.96

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 精密機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査役設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 8 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

鈴木基市 他の会社の出身者 △ △

西田憲司 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

鈴木基市 ○

　鈴木基市氏は、当社の主要株主である
三井化学株式会社の取締役専務執行役
員を2013年3月まで就任しておりました。
なお、三井化学株式会社は、当社の株式
を11.28%を保有する主要株主です。また、
当社と三井化学株式会社との間に取引は
存在しますが、取引高は僅少であります。

　経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当
社に反映されるものと判断して、社外取締役に
選任しております。2013年3月までは、当社の
主要株主の業務執行者でありましたが、現時
点において一般株主との利益相反が生じるも
のではないと考えております。



西田憲司 ○ ―――

　公認会計士として財務及び会計に精通し、企

業経営を統治する十分な見識を有していること
から、社外取締役としての職務を適切に遂行さ
れるものと判断して選任しております。当社と
の取引及び人的関係は現在及び過去において
存在せず、一般株主との利益相反が生じるお
それはなく、独立性を備えているものと考えま
す。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬協議会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬協議会 4 0 2 2 0 0
社内取
締役

補足説明

　当社は、代表取締役社長の諮問機関として、代表取締役２名及び独立社外取締役2名で構成される指名報酬協議会を設置しております。指名
報酬協議会は、取締役の指名・報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性を強化するため、代表取締役社長の諮問に応じて、取締役の選
解任、代表取締役及び役付取締役の選定、解職、取締役の報酬、後継者計画(育成を含む)等に関する事項について審議し、取締役会に対して答
申を行います。

【監査役関係】

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 4 名

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査役は、会計監査人から監査計画及び監査結果について説明を受けるとともに、期中監査、期末監査、実地棚卸監査にもその都度随

時立ち会うなど、連携をとりながら会計監査の実施状況を把握し、財務諸表の適正性や内部統制の確保と維持に努めております。 また、

監査室から随時監査計画及び監査結果について説明、報告を受けることによって、監査情報を交換するとともに、監査役監査の機能を高

めております。

　内部監査を担当する監査室は、監査役及び会計監査人と内部監査の結果について随時連絡、協議を行い、その連携のもとに監査機能

を高めるための取り組みを進めております。

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

酒見康史 弁護士

神本満男 公認会計士 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」



a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

会社との関係(2)

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

酒見康史 ○ ―――

　弁護士としての専門性に基づき、客観的な立
場から内部統制を中心とした経営監視を期待
して、社外監査役に選任しております。当社と
の取引及び人的関係は存在せず、一般株主と
の利益相反が生じるおそれはなく、独立性を備
えているものと考えます。

神本満男 ○

　当社は神本満男氏が所属していた新日
本有限責任監査法人を会計監査人に選
任しており、同氏は2005年3月期まで当社
の会計監査業務を担当しておりました。

　公認会計士として財務及び会計に精通し、企
業経営を統治する十分な見識を有していること
から、社外監査役としての職務を適切に遂行さ
れるものと判断して選任しております。2005年3
月期まで当社の会計監査人として監査に従事
しておりましたが、当時から当社から独立した
立場で対応にあたっておりました。当社の監査
担当を退任した後は、取引関係及び人的関係
は存在しなかったことから、当社株主としての
利益相反が生じることはなく、十分な独立性を
備えているものと考えております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社の取締役（社外取締役を除く）に対して、当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに取締役と株主の皆様との一
層の価値共有を進めることを目的として、現行の株式報酬型ストックオプション制度に代えて、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

　また、当社の執行役員に対しても譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

　取締役報酬につきましては、有価証券報告書(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1307/index.php?No=907&CNo=1307)及び事業報告
(http://www.shofu.co.jp/ir/contents/hp1330/index.php?No=913&CNo=1330)で開示し、当社ホームページのIR情報でも公衆の縦覧に供しておりま
す。

　具体的には、2019年3月期中における取締役及び監査役の報酬等の総額は、取締役8名で232百万円（うち社外取締役18百万円）、監査役5名で
44百万円（うち社外監査役9百万円）となっております。なお、報酬等の額には期間費用として引当金計上した役員賞与のほか、株式報酬型ストッ
ク・オプションとして取締役6名に対して付与した新株予約権15百万円を含めております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役(独立社外取締役除く)の報酬等は、業績連動型の要素を含むものとし、持続可能な成長に向けた健全なインセンティブとして機能するよう
配慮しております。

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】

　社外取締役に対しましては、総務部が窓口となり、事前に会議資料を配布するほか、随時、各種連絡・情報提供等を行う体制をとっております。

　社外監査役に対しましては、事前に会議資料を配布するほか、随時、各種連絡・情報提供等を行う体制をとっております。また、定期的に監査

役会を開催し、常勤監査役から社外監査役に必要な情報を提供しております。

【代表取締役社長等を退任した者の状況】

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の氏名等

氏名 役職・地位 業務内容
勤務形態・条件

(常勤・非常勤、報酬有無等)
社長等退任日 任期

――― ――― ――― ――― ――― ―――

元代表取締役社長等である相談役・顧問等の合計人数 0 名

その他の事項

当社は相談役・顧問等の制度を採用し、現在は監査役経験者1名が参与(常勤)に就任しておりますが、代表取締役社長等を退任した者ではあり
ません。役割は主に従前の担当部門や特定の業務に対する指導・助言等であり、任期は原則2年以内となっております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　取締役会は毎月1回開催し、会社法で定める重要事項(経営上の重要な業務執行を含む)の決定、代表取締役の職務執行及び各取締役の職務
執行の監督等を行っております。取締役の員数は８名とし、コーポレートガバナンス体制の強化を目的に、豊富な経験を有する独立性の高い社外
取締役を２名選任しております。取締役会の意思決定機能・監督機能と業務執行機能の分離をより明確にし、事業執行責任者を兼ねる取締役を
執行役員に任命することにより、意思決定の迅速化及び責任の明確化を図っております。また、監査役は取締役会に出席し、必要があるときは意
見を述べております。

　常務会は、社長執行役員（以下「社長」とする)の諮問機関として常務執行役員以上の執行役員及び役付取締役で構成し、原則として毎週開催

しております。常務会は、取締役会への付議事項の審査、並びに取締役会から委嘱を受けた事項その他経営に関する戦略的事項等、特に重要

な事項を審査・決定しております。なお、常務会には常勤監査役2名が出席し、監査の一環として、付議される案件に対しての妥当性等を検証す

るとともに、必要な意見反映を行っております。

　当社は監査役制度を採用しており、社外監査役2名を含む4名(事業年度末現在)の監査役で構成する監査役会は、取締役の職務執行並びに

当社及びグループ会社の業務、財政状況等の監査を行っております。社外監査役は、公認会計士及び弁護士でありますが、それぞれの専門性
に基づき、客観的な立場から財務状況・内部統制を中心とした経営監視を行っております。監査役会は定例会を毎月開催するほか、必要に応じて
臨時監査役会を開催し、監査に関する重要な事項について報告を受け、協議を行い又は決議するとともに、意見交換を行っております。また、グ
ループ会社各社の監査役で構成するグループ監査役会を年2回以上開催し、グループ経営の適正化のため、各監査役の連携により監査機能の
強化に努めております。さらに常勤監査役は、取締役会の事前審議機関として毎週開催される常務会への出席等により、監査の一環として、付議
される案件に対しての妥当性等を検証するとともに、必要な意見反映を行っております。

　コーポレートガバナンス会議は、取締役会の諮問機関として、すべての取締役及び監査役で構成するとともに、議長は社外取締役若しくは社外
監査役の中から選定し、原則として3ヵ月に1回開催します。当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、経営戦略や経営計画等
について建設的な議論を行い、取締役会に対して答申を行います。

　指名報酬協議会は、代表取締役社長の諮問機関として、代表取締役2名及び独立社外取締役2名で構成し、年2回以上開催します。取締役の指
名、報酬等に関する手続きの公正性、透明性、客観性を強化するため、代表取締役社長の諮問に応じて、取締役の選解任、代表取締役及び役
付取締役の選定、解職、取締役の報酬、後継者計画(育成を含む)等に関する事項について審議し、取締役会に対して答申を行います。

　経営委員会は、社長執行役員以下全執行役員、各部長及び国内子会社社長にて構成し、毎月1回開催しております。

経営委員会は、取締役会、常務会の決議事項の伝達のほか、必要に応じて、各部門間の事前協議、重要案件に対する意見具申、構成員相互に

おける意見交換を行います。ただし、経営委員会としての決裁権限は有さず、業務執行は、構成員である執行役員及び部長職が行う体制として

おります。



　人事委員会は、ラインの部長職(執行役員を含む)で構成し、毎月1回開催しております。人事制度、人材育成、人材活用等、人事政策全般にわ

たる審議・協議機関として設置しておりますが、経営委員会同様、人事委員会としての決裁権限は有しておりません。

　会計監査につきましては、監査役監査のほか、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を締結しております。業務を執行した公認会計士、補助
者の状況は、以下のとおりです。

　業務を執行した公認会計士の氏名

　　業務執行社員 梅原隆、柴田芳宏　

　監査業務にかかる補助者の構成

　　公認会計士 4名、その他 7名

　取締役候補者の選定につきましては、候補者の業績、成果、能力等を勘案して決定しており、常務会の事前審議を経て、取締役会で決定してお
ります。報酬の内容決定につきましては、株主総会決議で定められた範囲で決定しており、各取締役報酬は、取締役会から授権された代表取締
役が決定し、各監査役報酬は監査役の協議により決定しております。決定にあたり、当社役員に求められる能力、責任や将来の企業価値向上に
向けた職責等を考慮し、総合的に適正な報酬額を決定しております。なお、今後は代表取締役社長の諮問に応じ指名報酬協議会で審議を行い、
取締役会に対して答申を行うものとしております。

　監査役の業務を専任で支援する従業員はおりませんが、内部監査を担当する「監査室」や会計監査人との連携を深めることを通じて監査役監査
を支える体制が確保できているものと考えております。詳細は「監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」をご参照ください。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、コンプライアンス体制を整備するとともに、内部監査を担当する「監査室」を設置し、内部統制の有効性と妥当性を確保しております。

また、取締役会は客観的かつ多様な観点から監督と意思決定を行うために8名中2名を社外取締役とし、監督機能の強化と意思決定の質の向

上に努めております。取締役会による監督機能に加え、監査役会は4名中2名を社外監査役とし、取締役の職務執行並びに当社及びグループ会

社の業務、財政状況の確認等、経営監視機能の強化を図っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送
　株主の皆さまに総会議案の検討期間を十分確保し、議決権行使を促進することを目的
に、第136 回定時株主総会から招集通知の早期発送に取り組んでおり、3 週間前までに

発送を完了しております。

集中日を回避した株主総会の設定
　株主総会の開催にあたりましては、多くの株主の皆さまに出席いただける日程を設定す
るよう努めており、第147回定時株主総会は集中日より1日早い2019年6月26日に開催い
たしました。

招集通知（要約）の英文での提供
第144回定時株主総会より、ＴＤｎｅｔ及び当社ホームページに招集通知(狭義の招集通知
及び株主総会参考書類)の英訳を掲載しております。

その他
株主の皆様が議案の十分な検討期間を確保していただけるよう、第144回定時株主総会
より、招集通知の発送前にＴＤｎｅｔ及び当社ホームページに招集通知を掲載しておりま
す。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

個人投資家向けに定期的説明会を開催
　株主数の増加と株主の裾野の拡大を目指し、個人投資家へのＩＲ活動を積極
化するという方針から、 昨年度は東京、大阪をはじめとする主要都市で計6回

の説明会を開催、今年度も継続して行う予定であります。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

　本決算及び第2四半期決算の内容に基づき、年2回アナリスト・機関投資家を
対象に決算説明会を開催しております。また、決算説明は、代表取締役社長
自らが行っております。なお、説明資料につきましては、公平開示の観点から、
ホームページでの掲載も行っております。

あり

IR資料のホームページ掲載

　当社ホームページにIR情報に関するコンテンツを設け、最新のニュースリリ

ース、各種経営指標、決算短信、有価証券報告書、決算説明会資料、報告
書、法定開示書類、株主総会招集通知及び決議通知、定款等を掲載し、投資
家への情報開示に努めております。

IRに関する部署（担当者）の設置 　IR 専任部署は設けておりませんが、総合企画部が担当しております。

その他

　定期的にアナリスト、機関投資家を訪問し、企業内容、業績動向の説明に

努めております。また、相手先からのお申し入れによる取材には、時期によ

りご説明できる内容が制限される場合もありますが、随時対応いたしており

ます。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

　当社は、経営理念や経営方針を実践するうえで、さまざまなステークホルダーの立場を
尊重し、また信頼を獲得するための「行動規範」を制定し、高い倫理観のもとで企業価値を
高める活動を進めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
　当社は、2002年6月にISO14001の認証を取得し、環境方針を定め、環境マネジメントシス
テムを継続的に向上させる活動に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

　当社は、企業倫理と順法精神に基づく企業活動の健全性を図りつつ、「経営理念」「経営方針」を実現するために、「行動規範」を制定し、

役員・社員への周知徹底をしております。また、「行動規範」の制定に伴い、倫理委員会を設置するとともに、内部通報制度も構築しており

ます。これらの施策により、さらなるコンプライアンス体制の充実を図ってまいります。

　また、会社法第362条及び会社法施行規則第100条に基づき、内部統制に関する基本方針を定め、業務の適正を確保するための体制を整備し
ております。

　なお、当社は当社グループ全体に、経営理念の周知と法令順守の徹底を図るため、2009年3月に行動規範を全面的に見直し、「グルー

プ行動規範」(2009年4月1日付)を制定いたしました。また、2012年4月1日付で一部改訂しております。

　コーポレート・ガバナンス体制に関する模式図は、別添のとおりであります。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　反社会的勢力による経営活動への関与の防止や当該勢力による被害を防止する観点から、「行動規範」において、市民社会の秩序や安

全に脅威を与える反社会的勢力との一切の関係遮断を宣言しております。そのための体制として、総務部長が不当要求防止責任者とな

り、総務部総務課を当該勢力の統括窓口とし、京都府暴力追放運動推進センターへ参加するなどにより、関係当局、地域企業との連携、

情報交換を進めるとともに、購買業者との取引基本契約書及び販売業者との卸特約店契約書等の雛型に「暴力団排除条項」を盛り込み、

当該勢力の排除に努めております。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 あり

該当項目に関する補足説明

　当社は、2019年5月9日開催の当社取締役会において、会社法施行規則に定める「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に
関する基本方針」を一部変更するとともに、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結
果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問い
ませんが、あらかじめ当社取締役会が同意した者による買付行為を除きます。）への対応方針の内容を一部変更したうえで継続することを決定
し、本対応方針継続の承認議案を2019年6月26日開催の第147回定時株主総会に提出、承認されました。

(1) 基本方針の内容

　当社取締役会は、公開会社として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の売却を行うか否か
は、最終的には当社株式を保有する株主の皆様の判断に委ねられるべきものであると考えます。

　しかし、歯科器材の国際的メーカーである当社の経営においては、当社の有形無形の経営資源、将来を見据えた施策の潜在的効果、そして世
界の歯科医療に貢献し、このことを通じて人々の「健康」と「美」に貢献するという当社に与えられた社会的使命、それら当社グループの企業価値
を構成する要素等への理解が不可欠であり、これらを継続的に維持、向上させていくためには、当社グループの企業価値の源泉等を機軸とした
中長期的な視野を持った取組みが必要不可欠であると考えております。当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者によりこうした中長期的
視点に立った施策が実行されない場合、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益や当社グループに関わる全てのステークホルダーの
利益は毀損されることになる可能性があります。

　当社は、当社株式の適正な価値を株主及び投資家の皆様にご理解いただくようＩＲ活動に努めておりますものの、突然大規模な買付行為がなさ
れたときに、買付者の提示する当社株式の取得対価が妥当かどうかなど大規模買付者による大規模買付行為の是非を株主の皆様が短期間の
内に適切にご判断いただくためには、買付者及び当社取締役会の双方から適切かつ十分な情報が提供されることが不可欠です。さらに、当社株
式の継続保有をお考えの株主の皆様にとっても、かかる買付行為が当社グループに与える影響や、買付者が考える当社グループの経営に参画
したときの経営方針、事業計画の内容、当該買付行為に対する当社取締役会の意見等の情報は、当社株式の継続保有を検討するうえで重要な
判断材料となると考えます。

(2) 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組み

　当社では、「創造的な企業活動を通じて世界の歯科医療に貢献する」という経営理念とともに、「質の重視と量の拡大」「変化への挑戦」を行動指
針として企業価値の向上に努めております。また、当社グループでは、連結売上高500億円、連結営業利益75億円の実現に向けて、欧米を中心と
した先進国市場や、経済成長に伴う生活水準の向上が期待される新興国市場の需要を取り込むべく、経営資源を海外へシフトし、海外事業の拡
大を軸に取り組んでまいります。具体的な取組みとしては、「中期経営計画」を策定し、1.地域の需要・ニーズに適合した新製品の開発、2.生産拠
点の再配置、海外生産の拡大、3.販売網・販売拠点の整備及び国内外学術ネットワークの構築、4.海外展開を積極的に進めるための人材育成、
確保といった重点施策を通じて、企業価値ひいては株主共同の利益の向上に努めてまいります。

　また、激しい企業環境の変化に迅速に対応し、責任の明確化を図り、機動性を確保することを目的として、2011年6月の株主総会において取締
役の員数を大幅に削減するとともに、業務執行に関する意思決定のスピードを速めるため、執行役員制度を導入しております。取締役8名のうち2
名は独立社外取締役でありますが、当社は、独立社外取締役がその知見に基づき助言を行うこと、経営陣幹部の選解任その他の取締役会の重
要な意思決定を通じて経営の監督を行うこと、利益相反に関する監督を行うこと、ステークホルダーの意見を取締役会に適切に反映させることが、
独立社外取締役の主たる役割の一つと考えております。さらに、当社は、社外役員の独立性を確保するために、当社独自の社外役員の独立性基
準を定めております。加えて、代表取締役2名及び独立社外取締役2名で構成する「指名・報酬協議会」を設置し、取締役の指名・報酬等に関する
手続きの公正性、透明性、客観性の強化を図るとともに、すべての取締役及び監査役で構成する「コーポレートガバナンス会議」を設置し、当社の
持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、経営戦略や経営計画等について建設的な議論を行い、取締役会に対して答申しておりま
す。

　なお、当社は、取締役及び監査役の、就任時及び就任後に必要とされる知識、情報を提供するため、外部研修等の活用を含め、適宜役員研修
を実施しております。このような体制整備のほか、当社では情報開示の充実がコーポレート・ガバナンスにとって有効な機能を果たすと考えてお
り、各種の会社情報を適時、適切にかつ積極的に開示することによって、株主の皆様やその他外部からのチェック機能を高め、経営の透明度を高
めることを今後とも充実させていきたいと考えております。

(3) 会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

　当社は、2019年5月9日開催の取締役会において、(1)で述べた会社支配に関する基本方針に照らし、「当社株券等の大規模買付行為への対応
方針」（以下「本対応方針」といいます。）を継続することを決議いたしました。

　本対応方針は、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループ
の議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いませんが、あらかじめ当社
取締役会が同意した者による買付行為を除きます。かかる買付行為を以下「大規模買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を以下「大規模買
付者」といいます。）が行われる場合に、1.大規模買付者が当社取締役会に対して大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を事前に提供
し、2.当社取締役会のための一定の評価期間が経過し、かつ3.取締役会又は株主総会が新株予約権の発行等の対抗措置の発動の可否につい
て決議を行った後に大規模買付行為を開始する、という大規模買付ルールの遵守を大規模買付者に求める一方で、当社の企業価値ひいては株
主共同の利益を著しく損なう大規模買付行為を新株予約権の発行等を利用することにより抑止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確
保・向上させることを目的とするものです。

　当社の株券等について大規模買付行為が行われる場合、まず、大規模買付者には、当社代表取締役宛に大規模買付者及び大規模買付行為
の概要並びに大規模買付ルールに従う旨が記載された意向表明書を提出することを求めます。さらに、大規模買付者には、当社取締役会が当該
意向表明書受領後10営業日以内に交付する必要情報リストに基づき株主の皆様の判断及び当社取締役会の意見形成のために必要な情報の提
供を求めます。但し、大規模買付者からの情報提供の迅速化と、当社取締役会が延々と情報提供を求める等の恣意的な運用を避ける観点から、
情報提供期間を、必要情報リストを大規模買付者に交付した日の翌日から起算して60日間に限定し、仮に必要情報が十分に提出されない場合で
あっても、情報提供期間が満了したときは、その時点で情報提供にかかる大規模買付者とのやり取りを打ち切ります。

　次に、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付者が当社取締役会に対し前述の必要情報の提供を完了した後又は情報提供期
間が満了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式の買付けの場合）又は90日間（その他の大規模買付行為



の場合）（最大30日間の延長がありえます。）を取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間とし、当社取締役会は、当
該期間内に、外部専門家等の助言を受けながら、大規模買付者から提供された情報を十分に評価・検討し、後述の企業価値検討委員会の勧告
を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を取りまとめて公表します。また、当社取締役会は、必要に応じ、大規模買付者との間で大規
模買付行為に関する条件改善について交渉し、当社取締役会としての代替案を提示することもあります。

　当社取締役会は、本対応方針を適正に運用し、当社取締役会による恣意的な判断を防止するための諮問機関として、当社の業務執行を行う経
営陣から独立している当社社外取締役、当社社外監査役及び社外有識者の中から選任された委員からなる企業価値検討委員会を設置し、大規
模買付者が大規模買付ルールを遵守しないため対抗措置を発動すべきか否か、大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を
著しく損なうと認められるため対抗措置を発動すべきか否か、対抗措置の発動の可否につき株主総会に諮るべきか否か等の本対応方針に係る
重要な判断に際しては、企業価値検討委員会に諮問することとします。企業価値検討委員会は、1.大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しな
いため対抗措置発動を勧告した場合、2.大規模買付者による大規模買付行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認めら
れるため対抗措置発動を勧告した場合、及び3.大規模買付者による大規模買付行為ないしその提案内容の評価、検討の結果、対抗措置の不発
動を勧告した場合を除き、新株予約権の発行等の対抗措置の発動の可否につき株主総会に諮るべきである旨を当社取締役会に勧告するものと
します。

　当社取締役会は、株主総会決議に従って、又は取締役としての善管注意義務に明らかに反する特段の事情がない限り企業価値検討委員会の
上記勧告を最大限尊重し、新株予約権の発行等の対抗措置の発動又は不発動に関する会社法上の機関としての決議を遅滞なく行うものとしま
す。対抗措置として新株予約権の発行を実施する場合には、新株予約権者は、当社取締役会が定めた1円以上の額を払い込むことにより新株予
約権を行使し、当社普通株式を取得することができるものとし、当該新株予約権には、大規模買付者等による権利行使が認められないという行使
条件や当社が大規模買付者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条項等を付すことがあるものとしま
す。また、当社取締役会は、当社取締役会又は株主総会が対抗措置の発動を決定した後も、対抗措置の発動が適切でないと判断した場合には、
企業価値検討委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置の発動の変更又は停止を行うことがあります。当社取締役会は、上記決議を行った
場合は、適時適切に情報開示を行います。

　本対応方針の有効期限は、2019年6月26日開催の定時株主総会においてその継続が承認されたことから、当該定時株主総会の日から3年内に
終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとし、以後も同様とします。なお、本対応方針の有効期間中であっても、
企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の観点から、関係法令の整備や、金融商品取引所が定める上場制度の整備等を踏まえ随時見
直しを行い、本対応方針の変更を行うことがあります。

　なお、本対応方針の詳細については、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.shofu.co.jp/ir/）に掲載する2019年5月9日付プレ

スリリースをご覧下さい。

(4) 具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　前記(2)の当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の会社支配に関する基本方針の実現に資する特別な取組みは、そこに記
載したとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を向上させるための具体的方策であり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもの
ではなく、当社の基本方針に沿うものです。

　また、(3)会社支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組
みに記載した本対応方針も、そこに記載したとおり、企業価値ひいては株主共同の利益を確保・向上させるために導入されたものであり、当社の
会社役員の地位の維持を目的とするものではなく、当社の基本方針に沿うものです。特に、本対応方針は、当社取締役会から独立した組織として
企業価値検討委員会を設置し、対抗措置の発動・不発動の判断の際には取締役会はこれに必ず諮問することとなっていること、企業価値検討委
員会が株主総会に諮る必要がないと判断する限定的な場合を除き、原則として株主総会決議によって対抗措置の発動の可否が決せられること、
本対応方針の有効期間は3年であり、その継続については株主の皆様のご承認をいただくこととなっていること等その内容において公正性・客観
性が担保される工夫がなされている点において、企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目
的とするものではありません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

　各種の会社情報を適時、適切にかつ積極的に開示することによって、株主をはじめとした外部からのチェック機能を高め、経営の透明度

を高めることを今後とも一層充実させていきたいと考えております。 当社は、グループ内の重要な情報が、当社の総合企画部、財務部、総

務部のいずれかの部門に集約される体制をとっております。従って、当社三部門は、適時開示の対象となる可能性のある重要情報を入手

の都度、開示担当部門として協議のうえ、情報取扱責任者、代表取締役に報告し、対応を決定しております。
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 注１   は、取締役会議案書等の重要情報の流れを指します。 

 注２   は、開示を要すると判断された重要情報の流れを指します。 

 注３ 開示実施にあたっては、適宜弁護士等の助言を受けております。 

 注４ 開示担当部門と事実の発生に係わる各部門は、開示した内容の「経過・訂正の開示」に備える体制を 

適宜とっております。 
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